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PCa 工法を対象とした建築工事費の原価分析 
－PCa 部材製造費の原価分析－ 

 

Precast Concrete Construction Costs 

－Analysis on Cost of Manufacturing Precast Concrete Components－ 
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要  約 

 
 近年の高層集合住宅工事の増加に伴い，躯体を PCa 化するケースが増え，プロジェクトごとに様々な部材の形状や接

合方法が採用されている。これらの PCa 工法はその多様性から，調達する際の価格に不透明な部分があり，これが躯体

工事を合理化する際の障害となっている。本研究では，PCa 部材製造費の原価構成と製造コストを左右する要因を明ら

かにすることを目的として，PCa 工場やサイト工場における労務工数調査を行った。調査の結果，製造原価に占める労

務費の割合が柱部材と梁部材で異なること及び PCa 部材の製造条件が労務工数に大きく影響することを明らかにした。 
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Ⅰ．はじめに 

近年の建設市場の中で，集合住宅の新築工事件数は依然として高

い割合を示している。特に都市部における高層集合住宅プロジェク

トの出件が著しく，それらの多くが構造躯体に PCa 工法を採用し

ている。また，中層の RC 造集合住宅においても，合理化や工期短

縮を意図して構造躯体を PCa 化するケースが増えてきており，集

合住宅建築における PCa 工事は増加の傾向にある。 
こうした状況の中，躯体 PCa 部材の調達価格は，「m3 いくら」

という容積あたりの相場価格を基に取引されており，製造原価の内

訳については不透明なままである。さらに，PCa 工法の増加に伴

い，PCa 部材の形式・形状も多様化しており，価格の不透明感は

一層大きくなった。 
このような背景から， 
ａ．PCa 部材製造費の原価構成を明らかにする 
ｂ．PCa 部材の製造コストを左右する要因を明らかにする 
の二点を目標に，PCa 製造工場やサイトで PCa 部材を製作して

いる現場に対して調査を行った。Ⅱ章で調査･分析の方法を，Ⅲ章

で調査結果を報告する。 
 
Ⅱ．調査方法 

１．メーカー見積から見た PCa 部材の価格構成 

Fig.1 はある集合住宅新築工事（X 工事：1999.１～2001.３）に

おける柱 PCa 部材の見積価格を比較した例である。柱 PCa 部材の

元見積金額を 1.0 とした場合の，メーカー各社の見積価格（初期の

仕切り値，メーカー経費は含まない）を比率で表している。この結

果から次のことが読み取れる。 
ａ．各社の見積金額には差がある 
ｂ．その差は労務費の差によるところが大きい 
ｃ．各社とも見積価格の半分以上を労務費が占める 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 1 柱 PCa 部材の見積事例 
(Example of Estimating PCa Components) 

 
PCa 部材製造原価の内訳の中で，材料費や運搬費などはコスト

の把握がある程度可能である。しかし，労務費については図面上に

現れない要因にも左右されるため，現場での推定が困難である。こ

の例の場合，価格交渉の過程において元見積の値に近づけるため，

主に労務費の部分が圧縮されるというプロセスをたどったことが容

易に推察できる。 
労務費については，製造側としても初期段階で正確な値を算出す

ることは困難である。様々な不確定要素を考慮すれば，製造に必要

な労務費は高めに設定せざるを得ない。逆に調達する側は，製造の
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難易度について過去の事例との定性的な比較はできても，これを定

量的に評価することはできないのが現状である。 
このように，メーカー側の製造原価（コスト）と調達側の契約価

格（プライス）の間には明確な関係はなく，製造コストにメーカー

の利益を加えたものがプライスになるといった，積み上げ算的な考

えはあてはまらない。現状の調達は過去の事例を含めた各社からの

見積比較をベースに価格交渉が進められることが多く，最終的な契

約価格が，本当は高いのか安いのか，あるいは，PCa 部材の製造

コストに見合っているのかどうかは，判断することが困難である。 
以上のことから，PCa 部材の製造コストを分析するためには，

部材製造にかかる労務を適切に評価することが最も重要であると考

え，以下の方法で調査・分析を行った。 
 
２．調査方法の概要 

（１）調査の対象と範囲 

調査対象とした PCa 部材は，中高層 RC 集合住宅の柱及び梁で

ある。調査の範囲は「PCa 工事費」のうち「PCa 部材製造費」と

し，その中の各項目について Table 1 に示す方法で調査を行った。 
（２）調査対象工事 
調査を実施した工事の概要を Table 2 に，調査対象部材と製造の

概要を Table 3 に示す。いずれも 1999 年から 2003 年に施工され

た集合住宅工事で，柱や梁の構造躯体に PCa 工法を採用している。

労務工数に関する調査の頻度は調査対象工事の状況に応じて次のよ

うに区分した。 
ａ．重点測定：PCa 部材製造場所において，連続したある期間

（１週間程度）の製造工数を測定 
ｂ．簡易測定：１日前後（１製造サイクル以上）の工数を測定 
ｃ．記録整理：製造場所でまとめた製造に関する記録を整理集計 
（３）労務工数の調査 
労務工数の調査にあたり，PCa 部材製造にかかわる作業とその

手順を整理し，作業項目を Fig.2 のように分類した。 
製造場所での労務工数測定は，５分間隔のワークサンプリング

を型枠ベットごとに行い，結果を所定の用紙に記録した。これを，

一人の作業員が１時間に行う労務という意味の単位「人・h」を用

いて，個々の PCa 部材ごとに集計した。この値は，休憩時間以外

のアイドルタイム（材料待ちなど）も作業の一部として扱っている。 

Table 2 調査対象工事 
(Surveyed Projects) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ただし，補修作業や場内運搬などの間接的な作業（雑工）につ

いては，個々の部材データとして明確に区分するのが困難であるた

め，ある時間の中でその作業に要した労務工数から，単位数量あた

りの平均値を求めた。また型枠の改造（型替作業）については，改

造前の条件が異なるため部材間の比較が難しく，以後の考察からは

除外している。 
 
Ⅲ．調査結果 

１．PCa 部材の製造原価 

（１）柱部材の製造原価 
調査結果から，柱 PCa 部材ついて，対象工事ごとの製造原価

（1m3 あたりの製造費，鉄筋等支給材料を除く）の平均値を推定し

た。推定結果を Fig.3 に示す。Fig.3 では，製造原価の最も少ない

A 工事を 1.0 とし，他の工事はこれに対する比率で表している。推

定結果はいずれの工事も同じような傾向を示しており，概ね製造原

価の構成は，材料費が約 30％，労務費が約 30％，型枠費が約５％

となっている。これは調査対象となった柱部材の形状が単純で，か

つ異なる工事でも部材の形状や寸法が類似しているためである。 

Table 1 調査の範囲と調査方法 
(Scope and Methods for Survey) 

大項目 中項目 小項目

数量： コンクリート数量他（図面から積算）

単価： 標準価格を推定（コスト出版物・ヒアリング・業者見積）

数量： 労務工数（工場・サイトで作業測定）

単価： 標準価格を推定（コスト出版物・ヒアリング・業者見積）

数量： 型枠材料・加工数量（図面から積算）

単価： 標準価格を推定（鉄骨階段を参考・業者見積）

数量： 運搬重量（図面から積算）

単価： 標準価格を推定（コスト出版物・ヒアリング・業者見積）

数量： 実数

単価： Ｅ工事のコスト資料を参考・コスト出版物

　直接経費：複数の製作会社の財務商標データ平均値から
　　　　　　　上記の小計の２～６％として推定

　一般管理費：同じく５％として推定

現場で購入・支給する材料費 　　対象外

現場でＰＣａ部材を取付ける労務費 　　対象外

ＰＣａ部材の搬入・取付に必要な現場の仮設費 　　対象外

注：サイトＰＣａの場合は、上記の「ＰＣａ工場」を「サイトＰＣａ業者」に読み替える

設備費
（サイト）

内　　　要

ＰＣａ工事費

現場材料費・支給品

現場取付費

現場仮設費

材料費

サイトでの養生設備や移動のための揚重機費など

調査方法

労務費

型枠費

ＰＣａ工場の直接経費・本社一般管理費

運搬費

ＰＣａ部材製造費
（調査範囲）

ＰＣａ工場が購入する材料費

ＰＣａ工場で働く作業員の労務費

ＰＣａ工場が購入する型枠費

ＰＣａ工場から現場までの製品の輸送費

経費

工事名 製造場所 調査部位 調査区分

Ｘ工事 ＲＣ造地上３６階建 ２８８戸 工場 記録整理

Ａ工事 ＲＣ造地上３３階建 ２２６戸 サイト 3～5Ｆ柱 重点測定

Ｂ工事 ＲＣ造地上３１階建 １８０戸 工場 16～18Ｆ柱 重点測定

Ｃ工事 ＲＣ造地上１４階建 １１０戸 工場 2～4Ｆ梁 重点測定

Ｄ工事 ＲＣ造地上１５階建 ２５９戸 工場 5Ｆ柱,6Ｆ梁 簡易測定

Ｅ工事 ＲＣ造地上３２階建 ３８９戸 サイト 記録整理

Ｆ工事 ＲＣ造地上１７階建 １７０戸 工場 6,7Ｆ柱,5,6Ｆ梁 簡易測定

Ｇ工事 ＳＲＣ造地上４３階建３８０戸 サイト 17Ｆ梁 簡易測定

H工事 ＲＣ造地上３３階建 ２５７戸 サイト 記録整理

I工事 ＲＣ造地上２５階建 １６９戸 工場 4Ｆ梁,9Ｆ柱 簡易測定

Ｊ工事 ＲＣ造地上３２階建 ３２６戸 工場 5～8Ｆ柱 重点測定

K工事 ＲＣ造地上３６階建 ３７４戸 工場 5～6Ｆ柱 簡易測定

建物概要
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Fig.4 と Fig.5 は B 工事における労務工数調査の結果を柱断面の

寸法ごとに表したものである。Fig.4 が部材１ピースあたりの，

Fig.5 が部材の単位容積（m3）あたりの労務工数を示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.3 柱 PCa 部材の推定原価 
(Estimating Cost of PCa Components (Columns)) 

 
 
 
 
 
 
 

Fig.4 部材あたりの製造労務工数 
(Labor Amount of Manufacturing per Component) 

 
 
 
 
 
 
 

Fig.5 単位容積（m3）あたりの製造労務工数 
(Labor Amount of Manufacturing per Volumn) 

 
Fig.4 では，異なった断面寸法でも１ピースあたりの労務工数は

大きく変わらない結果となっている。このことから，柱のように単

純な形状の場合，製造の方法が同じであれば，部材の大小にかかわ

Table 3 調査部材の製造概要 
(Outline of Products) 

〈工　種〉 〈分　類〉 〈作業項目〉 〈作業に含む内容〉

鉄筋工 ｽﾘｰﾌﾞ取付 ｼﾞｮｲﾝﾄｽﾘｰﾌﾞ固定

鉄筋組立 端部板セット

鉄筋組立結束

鉄筋吊出し （ その他の運搬、移動 ）

鉄筋雑 片付け他

ＰＣａ工 成形作業 清掃･表面処理 （ 型枠研練、剥離剤塗布 ）

ｸﾞﾗｳﾄﾊﾟｲﾌﾟ取付

鉄筋セット

副資材取付 （ アンカー、インサート ）

型枠セット （ ボルト締め ）

雑型枠 （ ラス型枠、上面突起枠 ）

鉄筋養生 （ マスキング ）

仕上作業 仕上材取付 （ 仕上げ取付、運搬他 ）

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 ｺﾝｸﾘｰﾄ投入 （ ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀ、ﾊﾞｹｯﾄ操作 ）

ｺﾝｸﾘｰﾄ均し （ 上面仕上げ、均し ）

解体作業 側板解体

端部板解体 （ 鉄筋リング撤去 ）

部材吊出し （ その他の運搬、移動 ）

ＰＣａ雑 片付け他

左官工 部材補修

雑　工 クリーニング （ ノロ研練、 ）

仕上工 石材裏面処理

鍛冶工 型替作業 型枠改造

その他 コンクリート運搬

部材移動

検査係 検査

Fig.2 作業項目の分類 
(WBS of Manufacturing PCa Comopnents) 
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- 現場 β工場 現場 γ工場 現場 現場 σ工場 λ工場 α工場 φ工場
調査分類 工事記録調査 重点調査 重点調査 見学 工事記録調査 見学 工事記録調査 簡易調査 簡易調査 重点調査 簡易調査

調査数量 35 18 － － 3 3 20 1

型枠数量 5 5 － － 3 3 8 1
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らず労務工数はほぼ等しくなると考えられる。これを単位容積あた

りの労務工数にすると，部材容積の違いによって労務工数が変化し，

B 工事の例では最大で２倍以上の差を生じる結果となった。 
このことから，柱のような単純形状の部材の場合，取り扱う単位

は容積（m3）よりもむしろ部材数（ピース）の方が適していると

考えることができる。 
（２）梁部材の製造原価 
梁 PCa 部材の製造原価を推定した結果を Fig.6 に示す。柱同様，

製造原価の最も少ない G 工事を 1.0 とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.6 梁 PCa 部材の推定原価 
(Estimating Cost of PCa Components (Beams)) 

 
梁 PCa 部材の場合，製造労務費の変動が最大で 60％あり，これ

が梁 PCa 部材の製造原価を決定する大きな要因になっている。 
労務に差を生じる原因としては，部材形状の多様性があげられる。

柱部材の形状や寸法はどの工事でも類似しているのに対し，梁部材

は断面形状やディテールに工場ごとの特色があり，これらのことが

労務費に差を生じる一因となる。 
Fig.7 は，C 工事における梁の型枠組立にかかわる労務工数を断

面形状ごとに表したものである。労務工数に最大で 2.2 倍の差が生

じているが，この原因の一つとして，梁上部のスラブ受け突起の形

状が考えられる。この差は，PCa 部材製造原価全体の約７％に相

当する。 
PCa 部材形状の複雑さによる製造の難しさを定量的に評価する

ことができれば，これを労務費に換算することで，部材製造費の推

定が可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.7 梁 PCa 部材の断面形状と労務工数の関係 
(Relationship between Shapes and Labor Amount of Beams) 

２．労務工数の変動要因 

工数調査やヒアリングから得た情報を基に，製造労務工数に影響

すると思われる要因を整理し，その中から特に作業工数に強い影響

を与えている鉄筋重量，型枠面積，コンクリート量について分析を

行った。以下に結果を述べる。 
（１）鉄筋組立作業と鉄筋重量 
梁の鉄筋重量と鉄筋組立に要する労務工数の関係を Fig.8 に示す。

図から，鉄筋重量と鉄筋の組立労務工数の間には強い相関が認めら

れる。 
同様に，柱の鉄筋重量と鉄筋組立に要する労務工数の関係を

Fig.9 に示す。図中，実線は柱のデータから求めた回帰直線を，点

線は Fig.8 の梁のデータから求めた回帰直線を示す。 
柱・梁の回帰直線を比べると両者は近い傾向を示している。ただ

し，B 工事における労務工数の変動係数は 0.41，他工事における

労務工数の変動係数の平均は 0.20 と，B 工事における労務工数の

ばらつきが大きい。B 工事では他の工事と異なり，鉄筋組立作業を

PCa 工（専門の鉄筋工以外）が兼任しており，鉄筋作業に対する

習熟度の低さが工数のばらつきに影響を与えたと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.8 鉄筋重量と組立労務工数（梁） 
(Weight of Rebar and Assembling Labor Amount (Beams)) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.9 鉄筋重量と組立労務工数（柱） 
(Weight of Rebar and Assembling Labor Amount (Columns)) 
 
（２）型枠成形・解体作業と型枠面積 
梁の型枠側面積と労務工数の関係を Fig.10 に示す。 
横軸を型枠の側面積（可動部分の面積）としたのは，型枠関連作

業の中で，移動を伴う型枠の数量（面積や部材枚数）が労務工数に
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影響すると考えたからである。Fig.10 には，工事ごとに求めた回

帰直線（各直線は原点を通る）を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.10 型枠側面積と労務工数（梁） 
(Area of Form and Labor Amount of Formwork (Beams)) 

 
それぞれの工事で近似式の傾きが異なる原因の一つとして，クレ

ーンの台数が考えられる。 
クレーン１台が受け持つ型枠ベットの数は，I 工事が７（型/台），

C 工事が３（型/台），D 工事が２（型/台）となっており，クレー

ン１台あたりの受け持ち型枠数が少なく，型枠１台あたりのクレー

ン占用率が高いほど型枠作業の能率が高くなっている。 
クレーン１台が受け持つ型枠ベットの数と近似式の傾きとの関係

に対して回帰分析を行うと， 
近似式の傾き＝0.066×クレーン１台あたりの型枠数＋0.407 

（相関係数：0.98） 
という関係が得られ，梁の型枠成形・解体作業がクレーンの台数

に強く影響されていることが分かる。 
次に柱の型枠側面積と労務工数の関係を Fig.11 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.11 型枠側面積と労務工数（柱） 
(Area of Form and Labor Amount of Formwork (Columns)) 

 
回帰直線は型枠作業にクレーンを用いた工事に対して引いている。

梁の例に倣い，クレーン１台あたりの受け持つ型枠数を見ると，B
工事が 2.5（型/台），I 工事が３（型/台），J 工事が２（型/台）とな

っている。クレーン１台が受け持つ型枠ベットの数と近似式の傾き

との関係に対して回帰分析を行うと， 
近似式の傾き＝0.089×クレーン１台あたりの型枠数＋0.363 

（相関係数：0.79） 
となる。梁ほど相関は高くないが，クレーン台数が作業の効率に

影響を与えている。 
一方，A 工事及び J 工事の型枠の一部は側板がレール上をスラ

イド式に可動する機構を持っている。クレーンに頼らず型枠作業が

可能なため手待ちの時間が短縮され労務工数の低減に寄与している。

Fig.12 に，型枠作業にクレーンが必要な場合（固定式型枠と呼

ぶ）と可動式型枠の回帰直線を示すが，型枠面積が大きくなるほど

型枠の形式が労務工数に与える影響が大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.12 型枠形式別の労務工数（柱） 
(Relationship between Form Type and Labor Amount (Columns)) 

 
なお，一つの工事の中で，可動式型枠と固定式型枠の両方を用い

て製造していた J 工事のデータでみると，可動式型枠を使用した

場合の労務工数は，固定式型枠の 49％であった。 
（３）コンクリート打設作業とコンクリート量 
Fig.3 では，柱のコンクリート打設作業に係る労務工数は断面形

状が近いため同程度であったが，梁のコンクリート打設作業につい

ては Fig.7 に示した通り，PCa 部材に突起部分（梁のスラブ受け

など）の形状に依存することが分かった。そこで，突起部分のコン

クリート打設に関する労務工数を分析した結果を Fig.13 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.13 突起部分の高さの和と打設労務工数 
(Sum of Projections and Labor Amount of Concrete Work) 
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Fig.13 中の回帰直線は原点を通るように設定した。予測の決定

係数 R2 は 0.6 と高くはないが，突起の高さの合計が大きくなると

労務工数が増える傾向を表している。 
（４）その他の作業 
工事によっては型枠改造作業が必要な場合も多く，C 工事では，

型替作業が全体工数の 16％を占めた。これは成形作業（39％），鉄

筋作業（25％）に次いで３番目に大きな作業項目であり，PCa 部

材の製造原価として見たとき，全体の３～５％に相当する。 
 
３．分析結果のまとめ 

PCa 部材製造費の原価構成分析より明らかになったことを以下

に示す。 
ａ．中高層集合住宅用柱 PCa 部材の製造原価構成はおおむね，

材料費 30％，労務費 30％，型枠費 5％，運搬費 15％，経費

10％である。 
ｂ．梁 PCa 部材は形状をはじめとする製造条件が多様であるた

め，労務費の変動が大きい。 
ｃ．柱のような単純形状の場合，１ピースあたりの労務工数は寸

法にかかわらずほぼ一定である。 
ｄ．構造部材の型枠は転用回数が多いと考えられ，型枠費の

PCa 製造費全体に占める比率は小さい。 
一方，製造労務工数の変動要因の分析より明らかになったことを

整理すると，以下のようになる。 
ｅ．鉄筋組立労務工数は鉄筋の重量と強い相関がある。 
ｆ．型枠関連作業の労工数は型枠側面積（可動する部分の型枠面

積）に最も強く影響を受ける。 
ｇ．上記の関係はクレーンの占有率によって変化し，クレーンを

必要としない型枠を用いたときの労務工数が最も小さい。 
ｈ．PCa 部材に突起がある場合，コンクリート打設の労務工数

は突起部分の寸法により変動する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｉ．一つの工事の中で部材形状が多様である場合，型替作業の工

数が全体工数の 16％になることもある。 
 
Ⅳ．おわりに 

PCa 工法のコストダウン対策の一つとして，製造効率を考慮し

た PCa 部材の設計や発注を行うことで，工場における労務工数を

削減し，製造原価を低減することが考えられる。製造条件と製造の

効率や原価の関係を把握できれば，これをプロジェクトの上流に反

映することによって，躯体工事の合理化につなげられる可能性が高

い。 
本報では，PCa 部材製造費の原価構成と製造コストを左右する

要因を明らかにすることを目的として，PCa 工場やサイト工場で

の調査結果を示した。調査は主に PCa 部材の製造労務工数に着目

して行い，梁部材では断面形状がコンクリート打設の労務工数に影

響を及ぼすこと，型枠を工夫することで手待ちが少なくなり作業効

率を上げられることなどを定量的に述べることができた。 
一方，PCa 工法全体の合理化を進めるためには，部材製造と現

場での施工の両面からバランスよく合理化を進める必要がある。本

報では部材製造に焦点を絞って調査を行ったが，今後は現場での作

業効率や他工事との関連などを含めた調査・検討が必要である。 
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